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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第３四半期連結
累計期間

第63期
第３四半期連結
累計期間

第62期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 （百万円） 10,454 10,724 13,804

経常損失（△） （百万円） △294 △267 △438

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損失（△）
（百万円） △369 △468 △690

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △380 △432 △684

純資産額 （百万円） 13,224 12,487 12,920

総資産額 （百万円） 15,331 14,440 14,631

１株当たり四半期（当期）純損

失（△）
（円） △19.01 △24.13 △35.59

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 86.3 86.5 88.3

 

回次
第62期

第３四半期連結
会計期間

第63期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

１株当たり四半期純損失（△） （円） △1.06 △4.11

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、６月までは、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う活動制

限の緩和を受け、サービス消費を中心に経済活動が正常化に向かう兆しが見え始めたものの、７月中旬から、感

染力がより強いオミクロン株の新たな変異株による感染第７波の急拡大の影響によって、個人消費は再び伸び悩

みました。９月に入り、感染第７波が一旦は収束に向かうなかで、11月以降新たに感染第８波と季節性インフル

エンザの同時流行が懸念される事態となったものの、インフルエンザやオミクロン株対応のワクチン接種の進

展、コロナ治療薬の確保及び医療提供体制の整備などが功を奏して、社会生活面の活動制限が一段と緩和され、

加えて、政府の「総合経済対策」による大規模な財政出動とサービス消費のペントアップ需要の下支え効果への

期待とが相まって、個人消費には緩やかな持ち直しの動きが見られます。一方で、不安定な国際政治や経済情

勢、急激な円安の進行が物価高騰を惹起させ、家計の購買力を押し下げ、消費者マインドの低下リスクを拡げる

可能性が高まるなど、依然として先行きは不透明で厳しい経営環境にあります。

このような状況のもと、当社グループは、お客様と従業員の安全と健康を最優先に考え、引き続き適切な感染

症対策に取り組んでおります。また、「お客様の目の健康を守る」ことを眼鏡専門店としての社会的な使命と責

任と捉え、ウィズコロナの環境下においても、お客様からの支持と信頼の獲得に焦点を当てた営業施策を最重点

で推進し、組織及び人財面では、ニューノーマルな生活様式の浸透に応じた業務の効率化と働き方改革に取り組

み、プロアクティブな組織づくりを進めております。

当第３四半期連結累計期間の経営成績は、６月までは、新型コロナウイルス感染症の感染状況が落ち着きを取

り戻し、各方面の活動制限の緩和措置が実施されたことに伴い、ようやく人流が戻ってきましたが、７月以降、

感染第７波、感染第８波と感染拡大を繰り返し、その都度客足にも影響を及ぼすことになったため、売上高は

10,724百万円（前年同四半期比2.6％増）と前年同四半期比では増収となったものの、大型商業施設内の店舗を

中心に客足の回復が鈍く、依然としてコロナ前の売上水準には戻っておりません。経費面では、活動制限の緩和

を受け、折り込みチラシやＤＭ、テレビＣＭなどの広告宣伝費を増強しましたが、一方で経費コントロールの徹

底を図ったことで、販売費及び一般管理費は7,834百万円（前年同四半期比2.2％増）となり、売上高に対する販

管費の割合は減少しました。

この結果、営業損失は338百万円（前年同四半期は営業損失421百万円）、経常損失は267百万円（前年同四半

期は経常損失294百万円）となりました。また、特別損失として減損損失134百万円を計上したこと等により、親

会社株主に帰属する四半期純損失は468百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失369百万円）

となりました。
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当社グループにおける報告セグメントごとの状況は次のとおりです。

なお、第１四半期連結会計期間の期首より、「写真館」のセグメント区分を廃止しております。これは、前第

４四半期連結会計期間において、写真館事業から撤退したことによるものであります。これにより、第１四半期

連結会計期間の期首より「眼鏡小売」、「眼鏡卸売」及び「海外眼鏡販売」の３つのセグメント区分となってお

ります。

 

［眼鏡小売事業］

当社グループの中核事業である国内眼鏡小売事業につきましては、眼鏡専門店として長年培ってきた快適で安

心な視力・聴力補正技術、高い専門性を要する商品提案力と接客・サービス力の全てが結集した「愛眼ブラン

ド」の強化に取り組んでおります。

販売促進面につきましては、お客様のニーズに的確に対応し、お客様視点を第一とした商品開発に注力し、素

材・機能面において高品質でお客様満足度の高い商品の品揃えの充実を図っております。それと同時に、お客様

に選ばれる「愛眼ブランド」の競争優位性を確保するため、テレビＣＭや新聞折り込みチラシ、雑誌や動画、Ｗ

ＥＢ広告やＳＮＳなど幅広いメディアを活用した複合的な情報発信や、店舗特性に合わせたマーケティング施策

の強化を通じて、「愛眼ブランド」に相応しい質の高いサービスを提供できる体制の構築に取り組んでおりま

す。店舗におきましても、タブレット端末の活用などＤＸ推進によってオペレーションの効率性を高め、お客様

に対する接客・サービスをさらに充実させてまいります。また、長期化が予想されるウィズコロナへの対応とし

て、お客様の利便性を高めるため、通販事業を見直し、新しい生活様式に合致した形態によって、実店舗との連

携を深めたネット通販事業の強化に取り組んでおります。

売上高につきましては、全体では、前年同四半期比で増収となったものの、想定したコロナ前の目標値には至

りませんでした。中心品目のメガネ、準主力品目の補聴器は、コロナ前の売上水準をまだ下回っているものの、

前年同四半期比では増収となり、回復基調にあります。一方、準主力品目のサングラスは、イベント・スポーツ

などの屋外活動の自粛が徐々に緩和され、前年同四半期比では大幅な増収となったものの、未だコロナ前の水準

の７割程度に留まっており、不振が続いております。

店舗につきましては、既存店の活性化を目的とした改装を８店舗で実施しました。

この結果、眼鏡小売事業における売上高は10,333百万円（前年同四半期比3.1％増）、セグメント損失は276百

万円（前年同四半期はセグメント損失388百万円）となりました。

 

［眼鏡卸売事業］

眼鏡卸売事業につきましては、得意先に対する新商品の投入や販売支援に努めるとともに、新規取引先の開拓

に取り組んでおります。

この結果、売上高は306百万円（前年同四半期比2.5％減）となり、セグメント損失は６百万円（前年同四半期

はセグメント利益５百万円）となりました。

 

［海外眼鏡販売事業］

海外眼鏡販売事業につきましては、中国の北京市及び天津市において、2022年９月30日時点で直営店及びフラ

ンチャイズ店を合わせて６店舗にて営業を行っております。当地では、ゼロコロナ政策のもと行政による厳しい

行動管理が続き、断続的な臨時休業を余儀なくされるなど事業運営に支障をきたす事態となっていますが、営業

施策の見直しや運営体制の効率化など事業経費の圧縮に取り組んでおります。

この結果、売上高は84百万円（前年同四半期比11.4％減）、セグメント損失は26百万円（前年同四半期はセグ

メント損失11百万円）となりました。

なお、2022年11月28日開催の取締役会において、当社連結子会社である北京愛眼眼鏡有限公司を解散し、清算

することを決議いたしました。今後、現地の法令等に従い同社の解散及び清算の諸手続きを進めてまいります。

当四半期決算に関しましては、同社の2022年１月１日から2022年９月30日までの期間の業績をもとに連結財務諸

表を作成しております。
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（２）財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は14,440百万円（前連結会計年度末比1.3％減）となりました。流動

資産は、売掛金の増加、商品及び製品の増加、その他に含まれる敷金及び保証金の増加、現金及び預金の減少等

により7,746百万円（前連結会計年度末比1.3％減）となり、固定資産は、投資有価証券の増加、有形固定資産の

その他に含まれる工具、器具及び備品の減少、敷金及び保証金の減少等により6,694百万円（前連結会計年度末

比1.3％減）となりました。また、負債合計は支払手形及び買掛金の増加、流動負債のその他に含まれる未払金

の増加、流動負債のその他に含まれる預り金の増加、契約負債の減少、未払法人税等の減少等により、1,952百

万円（前連結会計年度末比14.1％増）となり、純資産合計は12,487百万円（前連結会計年度末比3.3％減）とな

りました。

 

（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について

重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。

 

（５）生産、受注及び販売の実績

①生産実績

　該当事項はありません。

 

②受注実績

　該当事項はありません。

 

③販売実績

　該当事項はありません。

 

（６）主要な設備

　設備計画の完了

①新設

　前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設について、当第３四半期連結累計期間に完了した

ものはありません。
 

 

②改修

　前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の改修について、当第３四半期連結累計期間に完了した

ものは、次のとおりであります。

地域別 事業所数 設備の内容 完了年月
投資金額

（百万円）

中部地域 営業店２店 眼鏡店舗 2022年８月・９月 27

近畿地区 営業店２店 眼鏡店舗 2022年６月・11月 27

計 － － － 54
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３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

愛眼株式会社(E03148)

四半期報告書

 7/23



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
　（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年２月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 21,076,154 21,076,154
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 21,076,154 21,076,154 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2022年10月１日～

2022年12月31日
－ 21,076,154 － 5,478 － 6,962
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（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 1,668,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,385,600 193,856 －

単元未満株式 普通株式 22,154 － －

発行済株式総数  21,076,154 － －

総株主の議決権  － 193,856 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権の数５個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

    2022年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

愛眼株式会社

大阪市天王寺区大

道四丁目９番12号
1,668,400 － 1,668,400 7.92

計 － 1,668,400 － 1,668,400 7.92

 

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から

2022年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,046 4,697

受取手形 8 ※ 9

売掛金 705 750

商品及び製品 1,904 1,998

原材料及び貯蔵品 25 16

その他 159 274

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 7,848 7,746

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 999 1,035

土地 1,799 1,799

その他（純額） 254 174

有形固定資産合計 3,053 3,008

無形固定資産   

ソフトウエア 90 45

無形固定資産合計 90 45

投資その他の資産   

投資有価証券 378 529

敷金及び保証金 2,893 2,749

その他 365 360

投資その他の資産合計 3,638 3,640

固定資産合計 6,782 6,694

資産合計 14,631 14,440
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 345 ※ 504

未払法人税等 155 99

契約負債 289 225

賞与引当金 0 1

その他 401 586

流動負債合計 1,191 1,416

固定負債   

繰延税金負債 40 53

再評価に係る繰延税金負債 6 6

資産除去債務 325 324

リース債務 3 2

その他 142 149

固定負債合計 519 536

負債合計 1,711 1,952

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,478 5,478

資本剰余金 6,962 6,962

利益剰余金 3,876 3,407

自己株式 △1,051 △1,051

株主資本合計 15,265 14,797

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 95 127

土地再評価差額金 △2,471 △2,471

為替換算調整勘定 30 34

その他の包括利益累計額合計 △2,345 △2,309

純資産合計 12,920 12,487

負債純資産合計 14,631 14,440
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 10,454 10,724

売上原価 3,208 3,228

売上総利益 7,246 7,495

販売費及び一般管理費 7,668 7,834

営業損失（△） △421 △338

営業外収益   

受取利息 2 1

受取配当金 10 11

受取家賃 31 34

助成金収入 73 －

システム導入負担金収入 － 9

その他 38 49

営業外収益合計 155 106

営業外費用   

固定資産除却損 2 10

賃貸費用 24 23

その他 1 1

営業外費用合計 28 35

経常損失（△） △294 △267

特別損失   

投資有価証券評価損 1 －

減損損失 ※ 3 ※ 134

特別損失合計 4 134

税金等調整前四半期純損失（△） △299 △401

法人税、住民税及び事業税 68 66

法人税等調整額 0 △0

法人税等合計 69 66

四半期純損失（△） △369 △468

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △369 △468
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純損失（△） △369 △468

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △15 31

為替換算調整勘定 3 3

その他の包括利益合計 △11 35

四半期包括利益 △380 △432

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △380 △432

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

 

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価

算定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針

第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ

たって適用することといたしました。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

当社グループは固定資産の減損会計等について、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による売上高の減少等

の影響が2023年３月期まで続くものと仮定し、店舗の地域性等を加味した上で会計上の見積りを行っておりま

す。

なお、前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症の今後の広がり

方や収束時期等を含む仮定について重要な変更はありません。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

受取手形 －百万円 ０百万円

支払手形 － 18
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（四半期連結損益計算書関係）

※　減損損失

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

当社グループは、減損損失を認識するにあたり、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として営業店舗、共

用資産として本社設備等をグルーピングしております。

減損損失の認識に至った経緯として、昨今の競争激化等により店舗等の収益性が低下しているため、資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（３百万円）として計上しております。

その内訳は、建物及び構築物３百万円、その他０百万円であります。

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、土地については路線価による相続税評価

額に基づき評価し、その他の資産については、処分見込価額としております。

 

 

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

当社グループは、減損損失を認識するにあたり、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として営業店舗、共

用資産として本社設備等をグルーピングしております。

減損損失の認識に至った経緯として、昨今の競争激化等により店舗等の収益性が低下しているため、資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（134百万円）として計上しております。

 

場所 用途 種類 金額

大阪府等 店舗及び広告設備

建物及び構築物 27百万円

その他 ２百万円

大阪府等 共用資産

工具、器具及び備品 67百万円

ソフトウエア 31百万円

その他 ５百万円

合計 134百万円

 

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、重要性の高い土地・建物については不動

産鑑定士による不動産鑑定評価額に基づき評価しております。また、その他の土地については路線価による相続

税評価額に基づき評価し、その他の資産については、処分見込価額としております。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年12月31日）

減価償却費 170百万円 180百万円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

　配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

　配当金支払額

　　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ 眼鏡小売 眼鏡卸売 写真館

海外
眼鏡販売

売上高        

顧客との契約から生じる

収益
10,023 314 21 95 10,454 － 10,454

外部顧客への売上高 10,023 314 21 95 10,454 － 10,454

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 51 － － 51 △51 －

計 10,023 365 21 95 10,506 △51 10,454

セグメント利益又は損失

（△）
△388 5 △9 △11 △404 △17 △421

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

　　　　　セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去７百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△24百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない四

半期連結財務諸表提出会社の費用です。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

（単位：百万円）
 

 眼鏡小売 眼鏡卸売 写真館 海外眼鏡販売 全社・消去 合計

減損損失 3 － － － － 3

（注）「全社・消去」の金額は、報告セグメントに配分していない全社資産に係るものであります。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ 眼鏡小売 眼鏡卸売

海外
眼鏡販売

売上高       

顧客との契約から生じ

る収益
10,333 306 84 10,724 － 10,724

外部顧客への売上高 10,333 306 84 10,724 － 10,724

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 46 － 46 △46 －

計 10,333 352 84 10,770 △46 10,724

セグメント損失（△） △276 △6 △26 △309 △29 △338

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

　　　　　セグメント損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去６百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△36百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない四半期連結

財務諸表提出会社の費用です。

　　　２．セグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

（単位：百万円）
 

 眼鏡小売 眼鏡卸売 海外眼鏡販売 全社・消去 合計

減損損失 93 － － 40 134

（注）「全社・消去」の金額は、報告セグメントに配分していない全社資産に係るものであります。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの区分変更）

第１四半期連結会計期間より、「写真館」のセグメント区分を廃止しております。これは、前第４四半期連

結会計期間において、写真館事業から撤退したことによるものであります。これにより、第１四半期連結会計

期間より「眼鏡小売」、「眼鏡卸売」及び「海外眼鏡販売」の３つのセグメント区分となっております。
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（金融商品関係）

該当事項はありません。

 

（有価証券関係）

該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

１株当たり四半期純損失（△） △19円01銭 △24円13銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）　

（百万円）
△369 △468

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失（△）（百万円）
△369 △468

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,407 19,407

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

（連結子会社の解散及び清算）

当社は、2022年11月28日の取締役会において連結子会社である中華人民共和国の北京愛眼眼鏡有限公司を解

散し、清算することを決議しております。

なお、北京愛眼眼鏡有限公司の決算日は連結決算日と異なっており、当第３四半期連結累計期間において

は、同社の2022年９月30日に終了した四半期累計期間の財務諸表を連結しているため、当該清算に関しては重

要な後発事象として記載しております。

 

（１）解散の理由

当社連結子会社である北京愛眼眼鏡有限公司は、中華人民共和国の北京市及び天津市にて、直営店及びフラ

ンチャイズ店を展開してまいりました。しかしながら、ここ数期の業績面での赤字基調に、新型コロナウイル

ス感染症の影響による業績悪化が加わったことによって、黒字転換は極めて困難になったと判断したため、北

京愛眼眼鏡有限公司を解散及び清算することといたしました。

 

（２）解散する子会社の概要

① 名称　　　　　　　　　　　北京愛眼眼鏡有限公司

② 所在地　　　　　　　　　　中華人民共和国北京市東城区

③ 代表者の役職・氏名　　　　董事長　佐々　昌俊

④ 事業内容　　　　　　　　　眼鏡販売業

⑤ 資本金　　　　　　　　　　240万米ドル

⑥ 設立年月日　　　　　　　　1994年５月

⑦ 出資比率　　　　　　　　　愛眼株式会社（100％）

 

（３）解散の日程

中華人民共和国の法令等に従い必要な手続きが完了次第、清算結了となる予定であります。

 

（４）当社の業績に与える影響

当連結会計年度中に約110百万円の子会社清算損（特別損失）を計上する見込みであります。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年２月13日

愛眼株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

大阪事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 龍田　佳典

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 小松野　悟

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている愛眼株式会社

の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、愛眼株式会社及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）　１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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